
規制改革会議の進め方について 

１．会議の開催 
来年６月までの１年間をサイクルとして、規制改革の審議を進める。 

開催頻度は月１回ないし２回を基本とし、計画的かつ弾力的に開催する。 

２．審議事項 
今期、重点的に検討していく事項については、別紙「規制改革会議における審

議事項について」に示す考え方のとおりとする。 

３．審議方法 
○ 答申をとりまとめる際には、本会議の審議を経た上で決定する。また、答申

をとりまとめるまでの間に、機動的な意見表明が効果的であると判断した案件

については、都度、本会議の審議を経た上で本会議の意見として決定する。 

○ 改革事項の審議に当たっては、案件の性格を踏まえ、国際先端テストを積極

的に活用する。 

４．ワーキング・グループ等の設置 
○ 「健康・医療」、「雇用」、「農業」、「投資促進等」、「地域活性化」の５つのワ

ーキング・グループを引き続き設置する。 

○ 規制改革ホットラインへの提案事項への対応については、規制改革会議の場

で精査・検討を要する重要案件を審議するため、ホットライン対策チームを引

き続き設置する。 

５．規制レビューの推進 
規制所管府省が対象範囲を拡大して作成する規制シートや平成 27 年末に公表

する規制にかかわる「法律ごとの見直し年度・周期」を確認することにより、規

制の見直しを確実に実施する。 

６．公開ディスカッションの開催 
第３期（平成 26年７月～平成 27年６月）における開催実績を踏まえ、公開デ

ィスカッションを開催する。 

７．他会議等との連携 
改革の成果を高めるため、他の関連する会議等（産業競争力会議、国家戦略特

別区域諮問会議、まち・ひと・しごと創生本部、経済財政諮問会議等）とは、個々

の具体的案件の内容を踏まえ、戦略的な役割分担のもとでの効果的・効率的な連

携を図る。 

８．答申等 
来年６月を目途に答申を取りまとめる。必要に応じ、中間とりまとめなどを検

討する。なお、状況に応じ、随時「意見」を公表する。 
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規制改革会議における審議事項について 

１．内閣の重要施策の実現のための規制改革 

 規制改革会議においては、これまでも内閣の重要施策を実現する観点から、経済成

長を図るとともに、国民のニーズに対応した多様な選択肢を提供できる環境を整備す

るための規制改革について答申してきた。 

 今期も「強い経済」の実現に貢献するとともに、一人一人の国民が職場や地域で一

層活躍できるような社会を形成するために必要な規制改革に取り組むこととし、特に

本会議においては、以下のような事項を中心的に審議する。 

 (1) 多様な働き方を実現する規制改革 

・ 女性、若者や高齢者を含め、一人一人の国民がそれぞれのニーズに応じて、子育

てや介護とも両立し得る多様な働き方を選び、すべての人が活躍できる社会を目

指す。これは、生活の質を向上させるだけでなく、生産性の向上を通じて経済を

成長させる鍵となる。「多様な働き方」の実現への課題を整理した上で具体的な施

策の在り方について検討する。 

・ また、多様な働き手のニーズに応えていくため、従来の主要関係者のみならず、

様々な立場の声の政策への反映を図る。 

(2)「ローカル・アベノミクス」推進のための規制改革 

・ 地方分権に十分留意しつつ、本年６月の第３次答申に盛り込まれた「地方版規制

改革会議」の設置を含め、地方における規制改革をどのように進めるかについて

検討する。その際、国と地方の役割が何かについても考慮する。 

・ 地域経済の活性化等を通じて地方創生を実現するため、「まち・ひと・しごと創生

本部」との連携の下、地域の声をきめ細かく受け止め、ワーキング・グループ（以

下「ＷＧ」という。）と分担しながら検討を進める。 

(3)シェアリングエコノミーを推進するための規制改革 

・ 近年、ソーシャルメディアの発達に伴い、住宅やモノ・サービス等を交換・共有

する「シェアリングエコノミー」が広がりを見せている。シェアリングが適切か

つ効果的になされ、社会全体で資産が最大限に活用される環境をつくるためには、

適正なルールの検討が不可欠である。 

・ このような観点から、シェアリングエコノミーに係る規制の在り方については、

当面、前期からの課題となっており、実態面での広がりが顕著な「民泊サービス」

における規制改革について、ＷＧと分担の下、集中的に検討する。 
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(4)インバウンドの急増を見据えた規制改革 

・ 観光・ビジネス等を目的とする訪日外国人旅行者（インバウンド）の急増は、現

在、地域を含めた我が国経済の牽引役となっている。他方、その状況に対応しき

れていない面があり、そのための規制の見直しが必要なケースもある。このよう

な観点から、本年１１月を「インバウンド・観光関連」の規制改革ホットライン

集中受付期間として、関係者の要望をきめ細かく把握していく。 

（なお、上記(1)～(4)にとどまらず、今後の審議の中で、本会議で検討することが

適当と判断されたものは、追加的な審議事項としていく。） 

２．これまでの改革の総仕上げ（重点的フォローアップ） 

 過去３期の規制改革実施計画に盛り込まれた項目の確実な実現に向けたフォロー

アップを実施する。 

 特に別添の項目については、改革の趣旨が損なわれることなく貫徹されるよう、「重

点的フォローアップ項目」として、所管府省等関係者からのヒアリングなどを通じ、

法制化に向けた検討の内容や運用状況等について粘り強くフォローアップする。 

（これらの検討はＷＧを中心として行うが、特に必要なものについては本会議で審議

することとする。） 
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重点的フォローアップ項目 

 

＜健康・医療分野＞ 

①新たな保険外併用の仕組みの創設 

②介護・保育事業等の経営管理の強化とイコールフッティング確立 

③保険者が診療報酬明細書の点検を可能とする仕組みの整備 

④医薬分業推進の下での規制の見直し 

⑤市販品と類似した医療用医薬品（市販品類似薬）の保険給付の在り方等の見直し 

⑥遠隔診療推進のための仕組みの構築 

⑦特定保健用食品における審査手続きの見直し 

 

＜雇用分野＞ 

⑧一定の手続の下で行われる転職やスキル形成に対し、政府が支援する制度の整備 

⑨雇用仲介事業の規制の再構築 

⑩労使双方が納得する雇用終了の在り方 

 

＜農業分野＞ 

⑪農地中間管理機構の機能強化 

⑫農協法等一部改正法（農協法、農地法、農業委員会法の改正等）に基づく諸改革

の確実な実施 

 

＜投資促進等分野＞ 

⑬店頭回収されたペットボトル等の再生利用の促進 

⑭理美容サービスの利用者ニーズに応える規制の見直し 

⑮ロボット利活用の促進 

⑯次世代自動車の普及拡大促進（含「次世代自動車関連規制」） 

⑰改正個人情報保護法の円滑な施行（含「ビッグデータ・ビジネスの普及」） 

⑱老朽化マンションの建替え等の促進 

⑲「流通・取引慣行ガイドライン」の見直し（セーフ・ハーバーの検討） 

 

＜地域活性化分野＞ 

⑳民泊サービスにおける規制改革（インターネットを通じ宿泊者を募集する一般住

宅、別荘等を活用した宿泊サービスの提供） 

㉑「地方版規制改革会議」の設置 

㉒風営法規制の見直し 
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